
あるo

昇進1昇格,降格につbては, -般に-使用者の広範な裁量権が認められ

るとされているが.人事権の濫用は許されないことを明確にすることが適当

である.さらにl職能資格の引下げとしての降格につbて堪l就業規則の規

定等の明確な根拠が必要であるとするこ,とが適当であるD

昇進1昇格-t降格制度の内容や運用については1各企業の実情に合わせて労

使で自主的に決定すべき事項であり1法律で規制を設けること怯不適当である

との指稀もあるo唇対に-使用者が労働者を公正に評価しなければならなvlこ

とや,評価結果を労働者に通知すべきことを法律で定める必要があるとの指摘

もあるo

こ叫こついては,昇息昇臥降格は前提となる人事制度が極めて多様であ
るので-細部にわたpb.て-々潰制することは困難かつ不適当であり,制度内容

の合理性や権利濫用蔭理によるル-ルにとどめるべきであるDなお,職能資格

の引下げについては1すでに裁判例において就業現貝Ule7j親定等の明確な根拠が

必要とされておりlこれについては法律でル-ルを明確化することが適当であ
るDJ

9 労働契約に伴う権利義務関係

く11就労請求権

労働者が労働を提鋲する権利く就労請求権lを有するかどうかをめぐって

は,裁判例におい.て札使虎者め基本的な義務はあくまで賃金支払義務であ
り
-
.
-般的には労働者は就労請求権を有するものではないとされているo

これについて,現代の労働者はl働くことによって自己実現をしl生きが

いを見いだすものであることや,自らキヤリアを形成していぐものであるこ

と等を踏まえ.就労請求権があることを必ずしも明文化する必要時なvlとし

ても..こCD考え方を見直していくべきであるとの意見があったD -方,就労

請求権がある.ないというル-ルの定め方以外にも-無効な解雇の事後処理

の問題や,自宅待機等を命ずる業務命令の有効性の問題として整理すること
が考えられるとの意克もあったo

いずれにしても,就労請求権について,その具体的な内容とこれによって

生ずる法律効果く就労妨害を排除する.差止請求ができるか1捜害賠償請求な

のか1そもそもどのような就労を請求できるのか宅引を明確にすることは困

難であり,これらを明確にしないままその有無について法律で規定すること

は,その解釈をめぐって薪たな紛争を生じかねずぐ例えばl就労請求権がな

いことを明らかにすることにより.使用者の不当.な自宅待機命令等を助長す

るおそれがあり得る.11適当でないと考えられるo
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